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変更届出書、変更申請書及び廃⽌・休⽌・再開届出書（障害福祉
サービス等・障害者⽀援施設・相談⽀援事業）

ページ番号︓0000018490 更新⽇︓2025年1⽉10⽇更新

１ 変更の届出

指定の内容に変更があったときには、原則、10⽇以内に変更の届出を⾏ってください。

 届出に当たっては、「提出書類⼀覧」により添付書類をご確認ください。

（注１）⼀部の変更内容は、変更前にご相談いただくこととしています。対象の変更内容は、「提出書類⼀覧」によりご覧ください。

（注２）⽣活介護・就労継続⽀援Ａ型・就労継続⽀援Ｂ型の定員増加については、事前に変更申請が必要です。定員増加について事前にご
相談いただいた上で、変更⽉の前々⽉末⽇までに変更の申請を⾏ってください。

届出様式

○ 共通

変更届出書 [Excelファイル／45KB]

○ 障害福祉サービス・障害者⽀援施設

指定に係る記載事項（付表）（障害福祉サービス・障害者⽀援施設） [Excelファイル／431KB]
参考様式（障害福祉サービス・障害者⽀援施設） [Wordファイル／215KB]

 （平均利⽤者数算定シート）

平均利⽤者数算定シート [Excelファイル／55KB]
平均利⽤者数及び平均障害⽀援区分算定シート（⽣活介護） [Excelファイル／72KB]
平均利⽤者数算定シート（共同⽣活援助） [Excelファイル／62KB]
平均利⽤者数算定シート（就労定着⽀援・⾃⽴⽣活援助） [Excelファイル／56KB]

※移動⽀援事業におきましても、障害福祉サービスの様式により届出を⾏ってください。

○ 相談⽀援事業

指定に係る記載事項（付表）（特定相談⽀援・⼀般相談⽀援） [Excelファイル／27KB]
参考様式（特定相談⽀援） [Wordファイル／163KB]
参考様式（⼀般相談⽀援） [Wordファイル／147KB]

提出書類⼀覧

提出書類⼀覧（障害福祉サービス（訪問系サービスに限る）） [PDFファイル／131KB]
提出書類⼀覧（障害福祉サービス・障害者⽀援施設） [PDFファイル／149KB]
提出書類⼀覧（特定相談、障害児相談） [PDFファイル／113KB]

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 様式集（指定関係） > 変更届出書、変更申請書及び
廃⽌・休⽌・再開届出書（障害福祉サービス等・障害者⽀援施設・相談⽀援事業）

現在地
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従業者の員数等を算定する場合の利⽤者の数の考え⽅

従業者の員数等を算定する場合の利⽤者の数の考え⽅ [PDFファイル／96KB]

２ 変更の申請

⽣活介護・就労継続⽀援Ａ型・就労継続⽀援Ｂ型の定員を増加する場合には、定員増加について事前にご相談いただいた上で、変更⽉の
前々⽉末⽇までに変更の申請を⾏ってください。

申請様式

指定変更申請書 [Excelファイル／44KB]
※「提出書類⼀覧」の変更内容「事業所の定員」に掲げる書類を添付してご提出ください。

３ 廃⽌・休⽌・再開の届出

１ 廃⽌・休⽌の届出

事業を廃⽌⼜は休⽌するときには、廃⽌⽇⼜は休⽌⽇の1⽉前までに廃⽌⼜は休⽌の届出を⾏ってください。

※廃⽌⼜は休⽌の2か⽉前までに障害⾃⽴⽀援課にご相談ください。

※廃⽌⼜は休⽌⽇以降もサービスの提供を希望する利⽤者に対し必要なサービスが継続的に提供されるよう、他の障害福祉サービス事業
者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を⾏わなければなりません。これがなされていない場合、届出は受理できません。

※就労継続⽀援Ａ型を廃⽌する際は、障害者である労働者の解雇について、公共職業安定所⻑（ハローワーク）へ解雇の届出を⾏ってく
ださい。

〔関係事務連絡〕

指定障害福祉サービス事業者の事業廃⽌（休⽌）に係る留意事項等について（平成29年7⽉28⽇厚⽣労働省社会・援護局障害保
健福祉部企画課監査指導室・障害福祉課事務連絡） [PDFファイル／168KB]

Ａ型事業所廃⽌等に係る対応の留意事項等について（令和6年10⽉28⽇厚⽣労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課監査指導
室・障害福祉課事務連絡） [PDFファイル／268KB]

 （別添）指定障害福祉サービス事業者の事業廃⽌（休⽌）に係る留意事項等について [PDFファイル／168KB]

２ 再開の届出

休⽌した事業を再開するときには、再開の届出を⾏ってください。

なお、再開に当たっては、指定基準を満たしているかの確認を⾏いますので、再開する⽇の３週間前までに障害⾃⽴⽀援課にご連絡の
上、指定された書類をご提出ください。

届出様式

廃⽌・休⽌・再開届出書（障害福祉サービス） [Wordファイル／35KB]
廃⽌・休⽌届（移動⽀援事業） [Wordファイル／32KB]
（廃⽌・休⽌届出書別紙）利⽤者 措置状況⼀覧 [Excelファイル／13KB]

 ※利⽤者の希望や意向等を聴取するために実施した⾯談記録等の写しを添付してください。
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関連ページ

加算の届出に関する様式

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書等の様式 

児童福祉法上の変更届出書等

変更届出書、変更申請書及び廃⽌・休⽌・再開届出書（障害児通所⽀援・障害児⼊所施設・障害児相談⽀援事業）

参考情報

  サービス管理責任者等に関する告⽰の改正について（令和5年8⽉16⽇） [PDFファイル／2.16MB]

 広島県相談⽀援従事者研修及びサービス管理責任者等研修について（広島県ホームページ）＜外部リンク＞

このページに関するお問合せ先

健康福祉局 障害福祉部 障害⾃⽴⽀援課 事業者指導係
〒730-8586

広島市中区国泰寺町⼀丁⽬6番34号
広島市役所本庁舎3階
Tel︓082-504-2841  Fax︓082-504-2256

jiritsu@city.hiroshima.lg.jp
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変更届出書、変更申請書及び廃⽌・休⽌・再開届出書（障害児通
所⽀援・障害児⼊所施設・障害児相談⽀援事業）

ページ番号︓0000018686 更新⽇︓2025年1⽉10⽇更新

１ 変更の届出

指定の内容に変更があったときには、原則、10⽇以内に変更の届出を⾏ってください。

 届出に当たっては、「提出書類⼀覧」により添付書類をご確認ください。

（注１）⼀部の変更内容は、変更前にご相談いただくこととしています。対象の変更内容は、「提出書類⼀覧」によりご覧ください。

（注２）児童発達⽀援・放課後等デイサービスの定員増加については、事前に変更申請が必要です。定員増加について事前にご相談いただ
いた上で、変更⽉の前々⽉末⽇までに変更の申請を⾏ってください。

届出様式

○ 共通

変更届出書[Excelファイル／43KB]

○ 障害児通所⽀援・障害児⼊所施設

指定に係る記載事項（付表）（障害児通所⽀援・障害児⼊所施設） [Excelファイル／110KB]
参考様式（障害児通所⽀援） [Excelファイル／63KB]
参考様式１（障害児⼊所施設） [Wordファイル／79KB]
参考様式２（障害児⼊所施設） [Excelファイル／55KB]

○ 障害児相談⽀援事業

指定に係る記載事項（付表）（障害児相談⽀援）
参考様式（特定・障害児相談⽀援） [Wordファイル／163KB]

提出書類⼀覧

提出書類⼀覧（障害児通所⽀援・障害児⼊所施設） [PDFファイル／151KB]
提出書類⼀覧（特定相談、障害児相談） [PDFファイル／113KB]

２ 変更の申請

児童発達⽀援・放課後等デイサービスの定員を増加する場合には、定員増加について事前にご相談いただいた上で、変更⽉の前々⽉末⽇ま
でに変更の申請を⾏ってください。

申請様式

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 様式集（指定関係） > 変更届出書、変更申請書及び
廃⽌・休⽌・再開届出書（障害児通所⽀援・障害児⼊所施設・障害児相談⽀援事業）

現在地
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指定変更申請書 [Excelファイル／44KB]
※「提出書類⼀覧」の変更内容「事業所の定員」に掲げる書類を添付してご提出ください。 

３ 廃⽌・休⽌・再開の届出

１ 廃⽌・休⽌の届出

事業を廃⽌⼜は休⽌するときには、廃⽌⽇⼜は休⽌⽇の1⽉前までに廃⽌⼜は休⽌の届出を⾏ってください。

※廃⽌⼜は休⽌の2か⽉前までに障害⾃⽴⽀援課にご相談ください。

※廃⽌⼜は休⽌⽇以降もサービスの提供を希望する利⽤者に対し必要なサービスが継続的に提供されるよう、他の障害福祉サービス事業
者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を⾏わなければなりません。これがなされていない場合、届出は受理できません。

〔関係事務連絡〕

指定障害福祉サービス事業者の事業廃⽌（休⽌）に係る留意事項等について（平成29年7⽉28⽇厚⽣労働省社会・援護局障害保健福
祉部企画課監査指導室・障害福祉課事務連絡） [PDFファイル／168KB]

２ 再開の届出

休⽌した事業を再開するときには、再開の届出を⾏ってください。

なお、再開に当たっては、指定基準を満たしているかの確認を⾏いますので、再開する⽇の３週間前までに障害⾃⽴⽀援課にご連絡の
上、指定された書類をご提出ください。 

届出様式

廃⽌・休⽌・再開届出書(児童発達⽀援、放課後等デイサービス、障害児相談⽀援) [Excelファイル／15KB]
（廃⽌・休⽌届出書別紙）利⽤者 措置状況⼀覧 [Excelファイル／13KB]

 ※利⽤者の希望や意向等を聴取するために実施した⾯談記録等の写しを添付してください。 

関連ページ

加算の届出に関する様式

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書等の様式 

障害者総合⽀援法上の変更届出書等

変更届出書、変更申請書及び廃⽌・休⽌・再開届出書（障害福祉サービス等・障害者⽀援施設・相談⽀援事業）

参考情報

  サービス管理責任者等に関する告⽰の改正について（令和5年8⽉16⽇） [PDFファイル／2.16MB]

 広島県相談⽀援従事者研修及びサービス管理責任者等研修について（広島県ホームページ）＜外部リンク＞

このページに関するお問合せ先
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１
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）
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通
所
・
入
所

）
給
付
費

等
に
関
す
る
届
出
等
一
式

備考

1 事業所（施設）の名称 ○ ○ ○ ○

2 事業所（施設）の所在地（設置の場
所）

○ ○ ○ ○ 【事前に要相談】
変更内容を相談してください。

3 申請者（設置者）の名称 ○ ○ ○

4 主たる事務所（法人）の所在地 ○ ○

5 代表者の氏名、生年月日、住所又は
職名

○ ○ ○ ○

6 登記事項証明書等（当該指定に係る
事業に関するものに限る。）

○ ○

7 事業所（施設）の平面図 ○ ○
【事前に要相談】
変更内容を相談してください。

8 事業所（施設）の管理者の氏名，生
年月日，住所又は経歴

○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○

9 事業所（施設）の相談支援専門員の
氏名，生年月日，住所又は経歴

○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △

10 主たる対象者 ○ ○ ○ △

11 その他の運営規程に係る事項 ○ ○ ○ △

12 基本報酬・加算に関する変更 ○ 「添付書類一覧表」により必要書
類を確認してください。

13 その他の事項の変更 ○
必要書類が不明な場合は、障害
自立支援課にお問い合わせくだ
さい。

※　「○」は必須、「△」はその変更内容により必要な場合に提出要。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出書類

　　　変更内容

特定相談支援・障害児相談支援事業　指定内容の変更に係る提出書類一覧

○　指定内容に変更があったときは、１０日以内に変更届出書と必要な書類を提出してください。

○　基本報酬や加算に変更があるときは、「変更届出書」ではなく、「介護給付費等算定に係る体制等
　に関する届出」・「障害児（通所・入所）給付費等に関する届出」等を一式提出してください。
　　 加算は、届出が毎月１５日以前になされた場合には翌月から、１６日以降になされた場合には
　翌々月から、算定を開始することができます。また、算定されなくなる状況が生じた場合は、その
　事実発生日から算定できなくなりますので、速やかに届出を行ってください。

○　提出書類はa～ｐの順番に重ねて提出してください。

○　事業所を廃止又は休止する場合は、廃止又は休止の２ヶ月前までにご相談ください。
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介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書等の様式

ページ番号︓0000018722 更新⽇︓2024年12⽉16⽇更新

加算等の算定開始時期等

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る）については、届出が毎⽉15⽇以前になされた場合には翌⽉から、16⽇以降に
なされた場合には翌々⽉から、算定を開始することができます。

なお、加算等が算定されなくなる状況が⽣じた場合⼜は算定されなくなることが明らかな場合は、その事実発⽣⽇から算定できなくなりま
すので、速やかに届出を⾏ってください。

（注）処遇改善加算を算定する際には、処遇改善計画書を併せてご提出ください。詳細は以下のページをご覧ください。なお、年度途中か
ら処遇改善加算を算定する場合、算定開始⽉の前々⽉の末⽇までに計画書の提出が必要となります。

【令和６年度】福祉・介護職員等処遇改善加算等の算定に係る届出の様式 

ダウンロード

「介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書」（体制届）等の様式及び添付書類です。

サービスごとに様式を掲載していますので、該当サービスのファイルをダウンロードしてください。

障害福祉サービス・施設⼊所⽀援

介護給付費等の算定に係る体制等の届出に関する添付書類⼀覧表 [Excelファイル／24KB]
添付書類は、こちらより確認してください。

居宅介護・重度訪問介護・同⾏援護・⾏動援護 [Excelファイル／230KB]
療養介護 [Excelファイル／164KB]
⽣活介護 [Excelファイル／272KB]
短期⼊所 [Excelファイル／213KB]
施設⼊所⽀援 [Excelファイル／306KB]
⾃⽴訓練（機能訓練・⽣活訓練） [Excelファイル／299KB]
就労移⾏⽀援 [Excelファイル／292KB]
就労継続⽀援（Ａ型） [Excelファイル／285KB]（※）
就労継続⽀援（Ｂ型） [Excelファイル／306KB]
就労定着⽀援 [Excelファイル／174KB]
⾃⽴⽣活援助 [Excelファイル／183KB]
共同⽣活援助 [Excelファイル／553KB]

（※）就労継続⽀援Ａ型事業所の基本報酬に係るスコア表の作成に当たっては、「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定について」に掲
載している「 厚⽣労働⼤⾂の定める事項及び評価⽅法の留意事項について」もご確認ください。

就労継続⽀援Ａ型事業利⽤者負担減免措置実施届出

トップページ > 事業者の⽅へ > 指定障害福祉サービス等事業者向け情報 > 様式集（指定関係） > 介護給付費等算定に係る体制
等に関する届出書等の様式

現在地
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https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/247117.xlsx
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/247118.xlsx
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/247119.xlsx
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/255149.xlsx
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/247121.xlsx
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/247122.xlsx
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/254018.xlsx
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/247124.xlsx
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/247125.xlsx
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/247126.xlsx
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/247127.xlsx
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/247128.xlsx
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/255980.xlsx
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/369501.html
https://www.city.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/235729.pdf
https://www.city.hiroshima.lg.jp/
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/list1789.html
https://www.city.hiroshima.lg.jp/site/syougaijiritsu02/list1789-3657.html


就労継続⽀援Ａ型事業における利⽤者負担減免事業実施要綱について（平成１９年７⽉３１⽇厚⽣労働省社会援護局・障害保健福祉部
⻑通知） [PDFファイル／114KB]

就労継続⽀援A型事業利⽤者負担減免措置実施届出書 [Wordファイル／37KB]

障害児通所⽀援事業・障害児⼊所施設

障害児（通所・⼊所）給付費算定に係る体制等に関する届出添付書類⼀覧 [Excelファイル／17KB]
 添付書類は、こちらより確認してください。

児童発達⽀援（児童発達⽀援センター含む） [Excelファイル／204KB]
旧医療型児童発達⽀援 [Excelファイル／129KB]
放課後等デイサービス [Excelファイル／190KB]
居宅訪問型児童発達⽀援 [Excelファイル／90KB]
保育所等訪問⽀援 [Excelファイル／82KB]
福祉型障害児⼊所施設 [Excelファイル／258KB]
医療型障害児⼊所施設 [Excelファイル／169KB]

相談⽀援事業

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出・障害児（通所・⼊所）給付費等に関する届出添付書類⼀覧 [Excelファイル／17KB]
 添付書類は、こちらより確認してください。 

地域移⾏⽀援・地域定着⽀援（⼀般相談⽀援） [Excelファイル／109KB]
計画相談⽀援（特定相談⽀援） [Excelファイル／147KB]
障害児相談⽀援 [Excelファイル／118KB]
相談⽀援各種加算 記録保存様式 [Excelファイル／63KB]

体制等状況⼀覧表

令和６年４⽉・５⽉分体制届の修正等が必要となった際、体制等状況⼀覧表はこちらを使⽤してください。

体制等状況⼀覧表（令和６年４・５⽉） [Excelファイル／260KB]

 

関連ページ

指定内容の変更の届出（従業者の変更等）

変更届出書、変更申請書及び廃⽌・休⽌・再開届出書（障害福祉サービス等・障害者⽀援施設・相談⽀援事業）

変更届出書、変更申請書及び廃⽌・休⽌・再開届出書（障害児通所⽀援・障害児⼊所施設・障害児相談⽀援事業）

指定更新申請

障害福祉サービス（訪問系サービスに限る）
障害福祉サービス（訪問系サービス除く）・障害者⽀援施設
障害児通所⽀援・障害児⼊所施設
相談⽀援事業

このページに関するお問合せ先
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広島市相談支援Ｑ＆Ａ‐Vol.1（令和７年２月１日改定）

（請求基準日）

問１ サービス利用支援費（障害児支援利用援助費）及び継続サービス利用支援費（継続障

害児支援利用援助費）の算定基準日の考え方は如何に。

（答）

   ○ サービス利用支援費（障害児支援利用援助費）

     サービス等利用計画（本計画）又は障害児支援利用計画（本計画）に、利用者から

書面による同意（サイン）を得た日となる。

○ 継続サービス利用支援費（継続障害児支援利用援助費）

     モニタリング報告書に、利用者から書面による同意（サイン）を得た日となる。

（相談支援事業所の変更）

問２ 相談支援事業所Ａから相談支援事業所Ｂに引き継ぐ場合、区福祉課に提出する必要が

ある書類は何か。また、当該書類に提出期限はあるか。

（答）

  相談支援事業所Ａが作成したサービス等利用計画の内容を変更する必要があるかによ

って、提出書類及び提出期限が異なる。具体的には次のとおり。

  ○ 相談支援事業所Ａが作成したサービス等利用計画を変更する必要がない場合

   相談支援事業所Ｂは、「計画相談支援・障害児相談支援依頼（変更）届出書」及び

計画相談支援事業所Ａが作成した「サービス利用計画（本計画）の写し」を、担当事

業所の変更日から 10日以内に提出する。

   なお、当該本計画を相談支援事業所Ｂが引き継いだことを明らかにするため、相

談支援事業所Ｂの契約年月日、事業所名、担当者名を補記しておくことが望ましい。

  ○ 相談支援事業所Ａが作成したサービス等利用計画を変更する必要がある場合

    相談支援事業所Ｂは、「計画相談支援・障害児相談支援依頼（変更）届出書」及び

相談支援事業所Ｂが作成した「サービス等利用計画案（計画内容を変更したもの）」

を、サービス利用開始予定日の 14日前までを目安に提出する。

（相談支援事業所の変更）

問３ サービス等利用計画に基づくモニタリング実施月に、相談支援事業所Ａから相談支援

事業所Ｂに事業所を変更する場合、モニタリングを実施すべき事業所はどちらか。

（答）

   モニタリングの実施主体はどちらでもよい。ただし、同一人物に対してモニタリング

報酬を請求できるのは相談支援事業所Ａ又は相談支援事業所Ｂのどちらか一方であるた

め、利用者本人を交えて事業所間で調整することが望ましい。

   なお、モニタリング実施日は利用者との契約期間内である必要がある。

（継続サービス利用支援）
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問４ 平成 30年度から区福祉課にモニタリング報告書を提出することとされたが、モニタリ

ング実施後いつまでに提出するべきか。

（答）

   モニタリング実施月の翌月 10日までに、モニタリング報告書（利用者の同意（サイン）

があるもの）の写しを、受給者証を発行した区福祉課に提出する。

   なお、モニタリング報告書は以下の場合に提出する必要があるため留意されたい。

  ○ 受給者証に記載されたモニタリング時期に実施した場合（提出期限：実施月の翌月

10日まで）

  ○ 上記の時期以外に利用者の状況に変化（容態の急変、入退院）があった場合等、臨

時的にモニタリングを実施した場合（提出期限：実施月の翌月 10日まで）

  ○ 支給決定最終月にいわゆる“最終月モニタリング”として実施した場合（提出期限：

継続分のサービス等利用計画案の提出日と同日。サービスの利用を終了する場合は、

実施月中。）

（継続サービス利用支援）

問５ 「サービスの種類、内容、量に著しく変更があった者」に係るモニタリング実施標準

期間は、従前から「利用開始から３月を経過するまで１月間」とされているが、「サービ

スの種類、内容、量に著しく変更があった者」の定義はあるか。

（答）

   特に定義はない。モニタリング実施期間は、特定相談支援事業者又は障害児相談支援

事業者の提案を踏まえて、心身の状況、その置かれている環境等及び国が定める標準期

間を勘案して市町村が必要と認める期間を決定するものである。

このため、担当の相談支援専門員が、サービスの種類、内容、量に著しい変更があり、

かつ、変更後のサービスの利用開始後のモニタリングを３か月間に渡り毎月実施しなけ

ればならないと判断した場合は、サービス等利用計画案にその根拠を明記されたい。

（継続サービス利用支援）

問６ 障害福祉サービス等の支給決定は受けていないが、実際の障害福祉サービス等の利用

がない（契約は済んでいるが利用をしていないなど）場合についても、モニタリング月

に継続サービス利用支援を行うのか。

（答）

  障害福祉サービス等の利用がない場合でも、モニタリング月には継続サービス利用支

援を行い、状況を把握した上でサービス内容の変更等が必要かを判断することとなる。

（サービス利用支援・障害児支援利用援助）

問７ サービス等利用計画案の内容について支給決定された後、担当者会議を開催する前に、

利用者からサービス内容を変更したいとの希望があった場合、改めて自宅訪問によるア

セスメントから始まるサービス等利用計画の作成プロセスを経る必要があるか。
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（答）

お見込みのとおり。サービス等利用計画案に同意した後に、理由なく内容の変更を申

し出ることは通常は想定されない。

この場合、改めて障害児者の居宅等におけるアセスメントを行い、当該障害児者の心

身の状態等の変化に対応した、サービス等利用計画を作成する必要がある。

（サービス利用支援・障害児支援利用援助）

問８ 実際に利用する予定はないが、何かあった場合に備えて福祉サービス等の支給決定を

受けたいとの希望がある。この場合、サービス担当者会議は何時、誰を参集するか。

（答）

   原則として、障害児通所サービス（障害福祉サービス）を利用する予定のない者に対

しての支給決定は行わないため、指定相談支援事業所は、障害児者の状態像や支援ニー

ズを適切にアセスメントした上で、福祉サービス等の利用が必要であり、かつ、実際に

利用する予定（特定の事業所との利用契約を締結する予定のある者）について、サービ

ス等利用計画案を作成されたい。

   なお、サービス担当者会議は、福祉サービス等の利用開始以前に開催する必要があり、

利用者が実際に利用契約を締結した福祉サービス等事業者（１社以上）の参加が必要で

ある。

（機能強化型（継続）サービス利用支援費）

問９ 常勤専従であり管理者と兼務している相談支援専門員については、算定要件にある“常

勤専従の相談支援専門員”として取扱ってもよいか。

（答）

  お見込みのとおり。

（入院時情報連携加算）

問 10 入院時の「時」とは、いつを想定しているか、入院期間中であればいつでも良いか。

（答）

  「入院時」に明確な定義はない。しかしながら、障害児者が入院した場合、病院等は当

該児者が治療に専念できるよう入院環境を整えるとともに、入院当初から退院後の生活

を見据えた治療を行う必要があることを踏まえ、初回の情報提供については、入院後可

及的速やかに提供することが求められる。

（入院時情報連携加算）

問 11 退院が決定した後、在宅等の支援の調整を行った内容を病院等に報告するのは、入院

時情報連携加算の対象となるか。

（答）

  入院時情報提供加算の対象となり得るが、病院などが障害児者の退院日までに必要な
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準備を行うことができるよう、相応の余裕を持って情報提供するよう努められたい。

（入院時情報連携加算）

問 12 入院時情報連携に当たっては情報提供書などの媒体を使用するのか。口頭や電話での

情報提供であっても認められるか。

（答）

   口頭や電話での情報提供であっても認める場合がある。ただし、本加算は、情報提供

を行った日時、場所、情報提供内容、提供手段（面談、FAX 等）を記録に残す必要がある。

ことから、口頭又は電話による情報提供に加え、作成した記録を FAX により提供する

等、情報提供の内容について双方に誤解が生じないよう工夫されることも検討されたい。

（退院・退所加算）

問 13 「同一の計画相談支援対象障害者等について、当該障害福祉サービス又は当該地域相

談支援の利用開始月に調整を行う場合に限る」とあるが、次の例の場合、退院・退所加

算の対象となるのはいつか。

例： 入院中に計画相談支援対象者との面談を 6月 25日、7月15日、8月 2日と行い、

サービス調整等を実施し、サービス等利用計画（本計画）の同意を得た後、8 月 15 日から

障害福祉サービスの利用を開始した。

（答）

  当該利用者が入院している病院若しくは診療所又は入所している障害者支援施設等の

職員と行った面談は、福祉サービス等利用開始日から遡り１か月以内に実施したものに

ついて、退院・退所加算の対象として認める。このため、上記例では 8 月 2 日のみ加算

の対象となる。

  ただし、同加算の対象とするのは、サービス担当者会議の開催日及びサービス等利用

計画（本計画）に利用者から書面による同意を得た日が、福祉サービス等利用開始日以

前の場合に限る。

（退院・退所加算）

問 14 「入所、入院、収容又は宿泊の期間中につき、3 回を限度として加算できる。」とあ

るが、加算を 3回算定できるのはどういった場合か。

（答）

  本加算は、障害児者が、医療機関や施設等からの退院・退所日から、必要な福祉サービ

ス等を利用できる体制を整備したことに対する報酬であると解される。

このため、サービス等利用計画案又はサービス等利用計画（本計画）の作成に当たって

行った医療機関や施設等職員（以下「施設等職員」という。）との面談は対象となり得る。

例えば、退院カンファレンス等への参加、サービス等利用計画案作成に係るアセスメ

ントへの施設等職員の同席、サービス担当者会議への施設等職員の同席等が想定される。

（医療・保育・教育機関等連携加算）

資料集　 -34-



5

（サービス担当者会議実施加算）

問 15 サービス担当者会議実施加算の趣旨のうち、「サービス等利用計画の変更その他必要な

便宜の提供について検討を行う」とあるが、“必要な便宜”とは具体的に何を指すのか。

（答）

   サービス等利用計画の変更に依らない支援をいう。例えば、生活介護事業所の利用者

で他の利用者との不和があり、当事者の心身に影響が及ぶと判断された場合に、利用す

る曜日を変更するなどの対応が想定される。

（サービス提供時モニタリング加算）

問 16 福祉サービス等の更新を希望する障害児者について、最終月モニタリングを経てサー

ビス等利用計画案を作成した後、本計画作成前に福祉サービス事業所等の訪問等を行う

場合は、サービス提供時モニタリング加算の対象となるか。

（答）

   本加算の趣旨は“サービス等利用計画に位置付けた障害福祉サービス等を提供する事

業所等を訪問し、サービス提供場面を直接確認すること”により、サービス提供状況につ

いて詳細に把握し、障害児者の状況の適切なアセスメントを行い、その結果をサービス

等計画に反映させることにある。

   質問のように、福祉サービス等の利用期間内に実施した事業所訪問等は、更新分の本

計画を作成するまでに実施した場合も、サービス提供時モニタリング加算の対象となる。

（障害者支援体制加算）

問 17 行動障害支援体制加算、要医療児者支援体制加算、精神障害者支援体制加算は、同一

事業所に指定の研修等を終了した相談支援専門員が 1 人でも所属していれば、当該研修

を受けていない他の相談支援専門員が担当する件数すべてに加算してもよいか。

（答）

同一の相談支援事業所に、指定される研修の修了者が１名以上所属していれば、当該

事業所の利用者に対して行うサービス利用支援及び継続サービス利用支援に係る報酬の

すべてに加算してよい。

なお、本加算は予め広島市に届出ており、かつ、体制が整備されている旨を事業所掲示

するとともに公表する必要がある。また、各加算に係る状態像にある障害者等から利用

申込があった場合に、当該利用者の障害特性に対応できないことを理由にサービスの提

供を拒むことはできない。

（短期入所利用）

問 18 短期入所について 30 日以上の長期連続利用日制限設定や、年間利用日数 180 日設定

の適正化に関連し、複数事業所を利用している方については、どのように利用日数を確

認すればよいか。
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（答）

   障害児者が、短期入所を標準日数の月 7 日を越えて支給決定する場合は、心身又は生

活環境等に相応の課題がある場合に限られる。このため、相談支援専門員は当該障害児

者のサービス利用状況等を適宜把握する必要があるため、サービス提供時モニタリング

やサービス担当者会議等の機会を通して直接事業所に確認されたい。
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広島市相談支援Ｑ＆Ａ‐Vol.2（令和７年２月１日改定）

（共通）

問１ サービス等利用計画（又は障害児支援利用計画）が「変更」とみなされる条件はなにか。

（答）

障害福祉サービス受給者証（又は障害児支援受給者証）の記載内容に変更（利用日数や時

間数の増又は利用サービスを追加する場合に限る。）があった場合が該当する。

ただし、サービス等の利用日数や時間数の減や、計画相談支援又は障害児相談支援のモニ

タリング実施期間の変更はこれに該当しない。

問２ サービス担当者会議の参加者は、サービス提供責任者である必要はあるか。

（答）

サービス担当者会議の参加者は、必ずしもサービス提供責任者である必要はない。

サービス担当者会議は、利用者への適切かつ効果的なサービス提供に資する情報共有を図

る目的で開催するため、利用者に対してサービスを提供する担当者であることが想定されて

いる。

（機能強化型（継続）サービス利用支援費）

問３ 機能強化型（継続）サービス利用支援費ⅠからⅡの基準である「24 時間連絡可能な体制」

を整備していることについて、利用者への周知方法は如何に。

（答）

機能強化型（継続）サービス利用支援費ⅠからⅡの申請事業所は、24 時間連絡可能な体制

を整備していること、及び夜間や休日の連絡先等の情報を、契約書又は重要事項説明書等に

より書面上に記すとともに、口頭においても周知する必要がある。

問４ 機能強化型（継続）サービス利用支援費ⅠからⅣにおいて配置が要件付けられている常勤

かつ専従の相談支援専門員のうち、他業務と兼務が可能な職員の条件は如何に。

（答）

機能強化型（継続）サービス利用支援費ⅠからⅣのすべての区分において、同一敷地内に

ある事業所が指定障害児相談支援事業所、指定一般相談支援事業所又は指定自立生活援助事

業所の場合については、これらの職務を兼務しても差し支えない。

なお、その他業務への兼務可能な条件については、当該指定特定相談支援事業所の業務に

支障がない場合に限り認められているが、以下のとおり特定事業所加算の区分によって異なる。

機能強化型（継続）

サービス利用支援

費Ⅰ

相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門員１名を含む３名

の常勤かつ専従の職員を除いた相談専門員について、同一敷地内にあ

る他の事業所の職務を兼務しても差し支えない。

機能強化型（継続）

サービス利用支援

費Ⅱ

相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門員１名を含む２名

の常勤かつ専従の職員を除いた相談専門員について、同一敷地内にあ

る他の事業所の職務を兼務しても差し支えない。
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機能強化型（継続）

サービス利用支援

費Ⅲ

相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門員１名を除いた相

談専門員について、同一敷地内にある指定障害児相談支援事業所、指

定一般相談支援事業所又は指定自立生活援助事業所への従事を主た

る業務とした上で、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務しても

差し支えない。

（居宅介護支援事業所等連携加算）

問５ 「居宅介護支援事業所等連携加算」は、指定居宅介護支援事業所又は指定介護予防居宅介

護支援事業所（以下「指定居宅介護支援事業所等」という。）の介護支援専門員に、書面によ

る情報提供をしたことをもって算定してよいか。

（答）

単に書面や口頭による情報提供では算定することはできない。

本加算は、指定居宅介護支援事業所等に出向く等により、当該事業所等の介護支援専門員

による居宅サービス計画等の作成に協力を行った場合に、加算するものである。

具体的には、介護支援専門員が行うアセスメントへの同行や介護支援専門員との面談を通

して当該利用者に関する福祉サービスの利用状況等の必要な事項の情報提供・説明をした場

合等が該当する。

なお、本加算を算定する場合は、「作成に協力を行った場合」の具体的な状況等を記録に残

す必要がある。

（サービス担当者会議実施加算）

問６ サービス担当者会議実施加算とサービス提供時モニタリング加算は同日に算定することは

可能か。

（答）

可能である。ただし、サービス担当者会議実施加算は、継続サービス利用支援（規定月及

び最終月のモニタリング）実施時のみ対象となることに留意すること。

（サービス提供時モニタリング加算）

問７ サービス提供時モニタリング加算は、利用者の居宅において実施されるサービス（居宅介

護（身体介護・家事援助）についても対象という理解でよいか。

（答）

お見込みのとおり。

本加算は、サービス等利用計画に位置付けた障害福祉サービス等を提供する事業所又は当

該障害福祉サービス等の提供場所を訪問し、サービス提供場面を直接確認した上で、必要な

事項を把握し、その結果を記録として残した場合に加算される。

問８ サービス提供時モニタリング加算単体で報酬算定することは可能か。

（答）

加算単体で可能である。
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サービス提供時モニタリングの実施日が報酬算定根拠日となり、サービス利用支援費や継

続サービス利用支援費の請求月と同一月に算定することができる。

【参考】基本報酬を請求しない月に単体で算定可能な加算

入院時情報連携加算、居宅介護支援事業所等連携加算、

サービス提供時モニタリング加算

問９ 同一月の異なる日に、サービス提供時モニタリングと継続サービス利用支援（モニタリン

グ）をそれぞれ実施した場合、請求に係る実施日の考え方は如何に。

（答）

問 10 の回答のとおり、サービス提供時モニタリング加算と継続サービス利用支援費は、

別々に請求することができる。このため、実際にそれぞれの支援を実施した日を根拠とする。

ただし、同一月に実施した継続サービス利用支援とサービス提供時モニタリングの実施日

が異なる場合、請求システム上では、継続サービス利用支援の実施日に合わせ、継続サービ

ス利用支援費にサービス利用支援費を加えた単位を請求する。

なお、この取扱はサービス利用支援費の請求時においても同様である。

  ＜例＞

1 月 10 日にサービス提供時モニタリング、1 月 20日に継続サービス利用支援を実施した

場合、1月 20 日を実施日として、サービス提供時モニタリング加算及び継続サービス利用

支援費を請求する。

（精神障害者支援体制加算）

問 10 精神障害者支援体制加算の対象となる「精神障害者の障害特性及びこれに応じた支援技法

等に関する研修」については、常勤かつ専従の相談支援専門員が精神保健福祉士資格を有す

る場合においても当該研修を修了する必要があるということでよいか。

（答）

  お見込みのとおり。
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